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ま え が き

わが 国 におけ る産業 の情 報 化 は、企 業 ある い は企業 グルー プ(系 列)

を軸 に大 きな発 展 を見せ 、 企 業経営 の体質強 化 が図 られ て き ま した。 し

か し、 これ か らの電子 商取 引(エ レク トロニ ックコマ ース:EC)時 代 に

おいて は 、企 業や企 業 グル ー プの枠 を乗 り越 えた情報交換 を促 進す る新

たな情 報化 に注 目が集 ま りつつ あ ります 。電子 デー タ交換(EDI)に つ

いて も、 そ う した企 業 間 の情 報交換 を実現す る道具(ツ ール)と して、

その重 要性 が 改 めて認識 され て きてお ります 。

今 日、EDIは 企 業 や業 界 に確 実 に浸 透 して きてお ります 。EDI普 及 の

ため に産業 情報 化 推 進 セ ン ター(CII)が 中心 になっ て開発 したCII標 準

は、予 定 を含 めて約20の 業界 が 採用 を決め てお り、実質 的国内標準 とな

りつ つ あ ります 。 しか し、今 後、 一層 のEDIの 普 及 と、EDIの 業 際化 、

国際化 を よ り円滑 に推 進 して い くため には、 各企 業 におい て全 社 的な理

解 を得 る こ とが極 め て重 要 と考 え られて お ります 。

この冊子 は、 いわゆ るEDIの 導 入 や運用 のた めの専 門書で はあ りませ

ん。 企 業経 営 にお け るEDIの 重 要性 を理 解 して いた だ くた め に編集 した

ものです 。 そのた め、専 門 的用語 の使 用 を極 力避 け、平易 な言葉 で表 現

す る よ う に努 め ま した。 本 冊 子 をと りま とめ る にあ た りご指 導 いただ き

ま した通商 産 業省 、EDI推 進 協 議会 、 並 びに関係 各位 に感 謝 の意 を表 し

ます と と もに、本 冊 子が 当分 野 に関心 を持 つ多 くの方 々の参考 とな り、

EDIの 発 展 の一助 となれ ば幸 いです。

財 団法人 日本情 報処 理 開発協 会

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー



二



EDlが 拓 く新情報 ネ ッ トワ ーク社会

1.企 業間 ネ ッ トワ ー ク時代 の到 来 一取 引形態 の変 化 一

2.標 準化 されて い な い オ ンライ ン システム の限界(1)

一多 端末 現 象 と変 換 地獄 一

3.標 準化 され てい な い オ ンラ イン システ ムの限界(2)

一拡 張性 と経 済性 一

4.解 決策 はEDI=社 会 的 イ ン フラス トラ クチ ャ

5.米 国 とわ が国 に お け るEDI標 準化 の歴 史

6.EDIを い かに活 用 す るか(1)一 コス ト削減 一

7.EDIを い かに活 用 す るか(2)一 真 に有 効 な ビジネ ス プロ セスの構 築 一

8.企 業 に求 め られ る新 しい意識(1)一 ビジネ スの オ ープ ン化 一

9.企 業 に求 め られ る新 しい意識(2)一 企 業連 携 と国 際 化 一一

10.EDIの 導 入 に向 けて

く本 書 で用 い た主 な略語 〉



1.企 業間 ネ ッ トワー ク時 代 の到来 一取引形 態 の変化 ・

1960年 代 半 ば頃 よ り産 業 の情報化 が急速 に進展 し、 各企 業 は積 極 的 に

コンピュ ー タの導 入 に努 め ま した。そ の結 果 、今 や多 くの企 業 にお いて

定型 的業務 は コン ピュー タに よ り行 われて い ます。

情報 化 の進展 に伴 い、 企 業 間取 引 な どにお け る情報 の伝 達 方法 も着 実

に進 歩 して きてお ります 。 紙(帳 票、書類 等)あ るいは電子 媒体(磁 気

テー プ、 フロ ッ ピー デ ィス ク)を 使 って情 報 を伝 えるので は な く、各 企

業 の コン ピュー タ をオ ンラ イ ンに よ り接続 して、直接行 う情 報交換 が浸

透 しつつ あ ります。 この オ ンライン処 理 は、 情報 交換 の 「正確 性」と「迅

速性 」 を同時 に向上 させ る もので、業務 の効 率化 を目指す企 業 に とって

欠 くこ とので きない環境 と言 えます。

しか し、 その初期 の段 階(図 表1の 第3段 階)で は、あ る企業 が、 自社

の オン ライ ンシス テ ムの延 長 として、他社 に 自社 端 末 を置 い て もらった

り、独 自規 約 に よる コン ピ ュータ接 続 を行 って いる、 とい う ことが多 く

見 られ ます 。 しか し、 この段 階 は、 コン ピュ ータ間接 続 による企 業 間情

報 ネ ッ トワー クが社 会 的 な インフ ラス トラクチ ャと して整備 されて い る

段 階 とで は根 本 的 な違 いがあ ります 。

そ れで は、 単 な る企 業 オ ンライ ンシス テム の延 長、言 い替 えれ ば、「標

準 化 されて い ない オ ンライ ンシス テム」 の問題 を考 えてみ ます 。
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正確性向上

第4段 階:企 業 間 ネ ッ トワ ー ク

(新 しい社会 基盤(イ ン フラス トラクチャ))

迅速=性向上

第3段 階:企 業 オ ン ラ イ ン シ ス テ ム

の 延 長

・オンライン端末を取引先に設置

・独自規約によるコンピュータ接続

嶽鑛藷熟 A社 の コン ピュー タ率B社 の コン ピュ ータ

第2段 階:電 子媒体の交換

i雛≧
、A社 のコンピュータから他の媒体に複製十 媒体の移動麟

第1段 階:帳 票 ・書類の交換

A社 の コン ピュ ー タか ら紙 に出力 傘 紙 の移動 麟 再 びB社 の コン ピュータに入力

図表1取 引形態の変化
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2.標 準 化 さ れ て い な い オ ン ラ イ ン シ ス テ ム の 限 界(1)一 多端末現象と変換地獄一

標準 化 され てい な い オ ン ラ イ ンシ ス テ ム の問 題 を具体 的 に考 え てみ

ます 。A社 、B社 、C社 と取 引 を行 って い るZ社 は、 各 社 の オン ライ ン

シス テ ム に接 続 され た専用 端末 を、 同社 内 に置 き、各 社 の様 式(フ ォ

ー マ ッ ト)に 従 っ た 帳 票 を受 け取 って い る と します 。 この 場合 、Z社

の オ フ ィス が 各社 の端 末 で埋 め 尽 くされ る とい う 「多 端末 現象 」 が発

生 す る可 能 性 が あ ります 。 また 、Z社 に と って は、各 社 の様 式 で 表 現

され て いる デ ー タ を 自社 様 式 に変換 しな け れ ば な らな い、 とい う 「変

換 地獄 」 が待 って い ます 。

この結 果 、業務 効 率化 を 目的 に コン ピュー タ化 を進 め たに もかかわ ら

ず、逆 にZ社 に と って は、業務 効率 を低下 させ る場合 もあ り得 ます。

企 業活 動 に一層 の合理 化 が 求 め られ てい る今 日では、 自社 内の効 率化

だ けで は な く、取 引先 との連携 によって よ り トー タル な合理 化 を進 め る

こ とが 重 要 にな って きて い ます。前 述 した現 象 が進 む こ とは、 この トー

タル な合 理化 を阻害 し、 コ ン ピュー タ化 そ の もの を後 退 させ かね ませ ん。

したが って、取 引 当事者 間 の十分 な話 し合 い の もとで情報化 を進 め、 こ

の ような現象 が起 こ らない よ うに配慮す る必 要が あ ります。

一4一



(A社)

オ ンライ ン シス テム

(B社)

オ ンライ ンシステム

(C社)

オンライ ンシステム
、 《ib(6

還 一 /

葦難i繊

、

、 '

ノ

Z社

、(b(輻

.、.愛護 舗 獄. .

團一 團 團一一

煤㌔圏
A社P端 末

1塩海圏

B社用端末
1

1闘遠目

c社戸端末

A社 様式

爆
Z社 様式

B社 様式

母
Z社様式

C社 様式

難
Z社様式

＼ /

＼ /

Z社 システム
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3.標 準 化 さ れ て い な い オ ン ラ イ ン シス テ ム の 限 界(2)・ 拡張性 と経済性 ・

産業社 会が急激 に変化す る中で、企業は新 たな事業の創 出 と、新たな

取引相 手 を見い出す ことが求め られています 。そうした新 たな取引相手

とも、 オンラインで情報交換 を行 う必要性が 当然生 じます。 また、業務

内容 を見 直 した り、複数の企業間の連携 を強化するために、 オンライン

で交換す る情報の内容 を変更 ・追加 した り、情報 を交換 ・共有す ること

も積極 的に考 える必要があると思われます。

各 社 が独 自の規約 で運 用 して い るオン ライ ンシステムで は、 こう した

新 た な産 業社会 の要求、 す なわ ちネ ッ トワー クを柔軟 に拡張 す る とい う

要 求 に対 して十分 には応 え られ ませ ん。独 自規 約 に よるオ ン ラインシス

テム を拡 張 して い く場合 、 経済 的 な問題が発 生 します。新 た な取引相手

ご とに、 交換 す る情 報 の様 式 を変換 す るプ ロ グラム を作 成す るコス トは、

取 引相 手 が増 える ほ ど大 きな負担 とな って きます 。

産業 情 報化 推進 セ ン ター の試算 で は、新 た に企業 間 ネ ッ トワーク を構

築す る際 、各 社 が独 自規 約 を用 いて企業 間 を オン ラインで接 続 す る と日

本全 体 で約15.5兆 円 を要す るの に対 し、標 準 を導入 す る こ とに よって、

多 く見積 も って もこの コス トを3兆 円以 下 に削減 す る こ とがで きます 。

また、 標 準 的 な規 約等 を定 め るため に必 要な 開発 コス トを約60億 円 と試

算 して い ますが、 そ の恩 恵 と して節 約 で きる コス トに比べ れ ば、 わず か

な もの と言 え ます。
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EDゾが拓 ぐ新 情報 ネ ソ みワーク社 会

各社が独自規約でオンラ
インシステムを構築

共通規約でオンライン

システムを構築

約15.5兆 円

各社が負担す るオン

ライン接続 の ための

コス ト

十

靹
約60億 円

標準の規約等 を共同で

開発するためのコス ト

出典:産 業情報化推i進センター 「EDI導入の効果に係わる一考察」(平 成6年6月)

図表3オ ンライン システムの構 築 コス ト

ー7一



これ まで に示 した問題 点 を解決 す る には、 企 業 や業界 に と って開かれ

た標 準 的 な企 業 間ネ ッ トワー ク を構 築す るこ と、 す なわちEDIを 広 く普

及 させ る こ とが必 要 とな ります。 ここで大切 な こ とは、 ネ ッ トワーク を

構 築す るた めの各種 規約(広 義 の ビジネス プ ロ トコル)、 す な わち通信

手順 や企 業 間で交換 す る情 報 の様 式(フ ォー マ ッ ト)な どを標 準化 し、

それ らを社 会 の イ ンフ ラス トラクチ ャ と して利用 して い く、 とい う合意

を形成す る こ とです 。

現 在 、 わが 国 で はCII標 準(CIIシ ン タ ックスル ール とそ れ に基づ く標

準 メ ッセー ジ)が 、 国 内EDIの 実 質的 な標 準 として認 め られ て きてお り

ます 。CIIシ ン タ ックス ル ー ル に基 づ いた標準 メ ッセ ージ を開発 して い

る業界 はお よそ20に 達 し、今 後 の 更 な る業 際EDIへ の発 展 が期 待 されて

い ます。

CII標 準 に よるEDIを 行 う場 合 は、CII-EDIサ ー ビス を提 供 してい る

VAN(付 加 価 値 通信網)事 業者 との契約 が完了す れ ば、EDIの ため の通

信環 境 が 整 うこ とに な りま、す。CIIシ ン タッ クス ル ー ル に基 づ く標 準 メ

ッセ ージ フ ォーマ ッ トと自社 シス テムの メ ッセー ジ フォーマ ッ トを相互

に変 換す るツール(ト ランス レー タ)も 、す で にパ ソコン用 か らメイ ン

フ レー ム用 まで幅広 く提供 され てい ます。

(参考)EDI(ElectronicDataInterchange:電 子 デ ー タ交換)は 、通 商産 業 省 「電子 計 算 機相 互 運用

環境 整 備 委 員 会」(平 成 元 年度)で 、 「異 な る組織 間 で、取 引 のた め の メ ッセ ージ を、 通 信 回線 を介

して標 準 的 な 規約(可 能 な 限 り広 く合 意 され た各種 規 約)を 用 い て 、 コン ピュー タ(端 末 を含 む)間

で交 換 す る こ と」 と定 義 され て い ます 。
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今 日、 わが 国 で は多 くの企 業 や業界 にお いてEDIの 導 入 が進 ん で きて

お ります。 そ の多 くは、 まず受発注 業務 に代 表 される南流 にEDIを 導入

し、そ の後 に物流 、 さ らには支払 ・請求等 の金 流 を含 めた総合 的 なEDI

の確 立 を目指 してい ます 。 この ようにEDIに 対 するニー ズ が確 実 に拡 大

して きて い る中 で、(■1標 準 の重 要性 は今 後 一層 拡 大す る もの と考 え ら

れ ます 。

A業 界標 準B業 界標準C業 界標 準

メ ッセ ージ メッセー ジ メッセー ジ

闇
B社

團
羅

図 表4Cll標 準 とCll-EDIサ ー ビス
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それ で は、 わが 国 にお い てEDIは どの程度 普及 してい るので しょうか。

単 にオ ン ライ ンに よる情 報 交換 を行 ってい る企業数 で比較 す れ ば、米 国

と同 レベ ル にあ るわが 国です が 、標 準 的 なEDIを 利 用 して い る企 業数 と

な る と、 米 国 と比較 して少 な いのが実情 です 。

わが 国で は、CII標 準 の採用 を決定 した業界 が増 え、標準EDIの 枠 組 が

整備 され て きてい ます が、 米 国で はANSIX.12と 呼 ばれ る国内標 準 の初

版 が10年 以 上 前 に公 開 され、 当 時、 業界 内部 でEDIの 標 準 化 につ い て検

討 を進 め て いた 自動車 業界 と鉄鋼 業界 の国内 取 引 に採用 され た の をきっ

か け と して、他 の業界 を含 め て広 く利 用 され る よ うにな りま した。 この

よ うに、 米 国で は標 準 的 なEDIの 重 要性 が 早 くか ら理 解 され、 着 実 に

EDIを 社 会 的 なイ ンフ ラス トラクチ ャ と して 整備 して きた経緯 が あ りま

す 。

情 報 ス ーパ ーハ イ ウェ イ構想 を提唱 してい る米 国現政権 の リー ダは、

このEDIを さ らに一歩 進 め、CALS(生 産 ・調 達 ・運用支援 統合情 報 シス

テ ム)やECと い った枠 組 の 中で国家 的 な情報 イ ン フラス トラクチ ャと し

て整備 す べ く、広範 な活動 を政府 と民 間が連 携 して推進 す る こ とを呼 び

か けてい ます 。

(参考)米 国 のEDI標 準 を現在 のANSIX.12か ら国連 の場 で検 討 され て い る国 際標 準UN/EDIFACT

へ 移行 す る 問 題 は、1994年 か ら1995年 にか け て 活発 に議 論 され ま したが 、EDIユ ー ザ ーで あ る産 業界

の意 向 が大 き く反 映 され 、ANSIX.12の 開発(主 と して トラ ンザ ク シ ョン セ ッ ト)・ 維 持 は 引 き続 き

行 われ るこ とに な り、1997年 か らのUN/EDIFACT移 行 計 画 は 見 送 られ ま した。 しか し、 同 時 に米 国

はUN/EDIFACTペ ー ス の 国 連標 準 メ ッセー ジ の 開発 も行 い 、PAEB(汎 米EDIFACTボ ー ド)を 通 じ

て新 規 メ ッセ ー ジ の 開発 要 求 の提 出 と、 米 国 の ビジ ネス ニ ーズ に合 う よ うに 国連 の標 準 メ ッセ ー ジへ

の変 更 要求 も提 出 してい く、 とい う方 向 とな りま した。
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EDゾが拓 ぐ新 情報 ネ ッ ♪ワーク社 会

tg60年 代'

後 半

1970

日 本

・日本 チェー ンス トア協会(JCA)

「チ ェーンス トア統 一伝票 」制定

(1970)

・JCA「JCA(J)手 順 」制 定(1980)

・通産 省 が 「ビジネ スプ ロ トコルの標 準

化 」 を提言(1984)

「電子計算機 の連 携利 用 に関 する指

針 」 制度 創設(1985)

(財)日 本 情報処 理 開発協会 内 に

産業情 報化 推進 セ ン ター(Cll)

を設 置(1985)
・8事業分野 の連 携指針 告示

(1986～1990)

「日AJ取 引情 報化 対応標 準1A」 発表

(1988)

・JCA「JCA-H手 順」 制定(1991)

「Ctlシンタ ックスル ール試作 仕様

1.00」 公 開(199t}

・ファイル転送 用新 手順 「F手順 」仕様

書(暫 定版)発 行(1991)

「EDICOM'92」 開催(1992)
・EDI推 進 協 議会(JEDIC)設 立(1992)

・Cll-EDIサ ー ビス運 用 ガイ ドライ ン

.公表(1993)

「EDIフ ォー ラム'94」 開催(1994)

・連 携指針告 示(計12事 業分 野)(f995)

・CALS技 術 研究 組合

(NCALS)設 立(1995)
・電 子商取引 実証推 進協 議会

(ECOM)設 立(1995)

米 国 ・国 連

・ANSIX .12委 員 会 設 置(1979)

・AIAG注1)に よ る 標 準 化 活 動 開 始

(1980》

・ 「ANSI× .12標 準Ver.1」 制 定(1983)

・国 連 「UN/EDIFACT」 開 発 開 始(1986)

'「ANSIX .12標 準Ver.2」 制 定(1986)

「ANSIX.12標 準Ver.3」 制 定(1990)

・国 連 「新EDIFACT」 改 訂 作 業 進 む

(1995-1996)

「ANSI×.12標 準Ver.4」 制 定 予 定

(1997)

注1)米 国の 自動車 メーカお よびサ プライや数百社 で構成す る業界団体

図表5EDI標 準化 の歴史
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6.EDIを い か に 活 用 す る か(1)一 コス ト削 減 －

EDIを 導 入す る こ とに よ り、企 業間 取 引の正 確性 お よび迅 速性 が飛 躍

的 に向上 します 。 その結果 、 「人件費 の削 減 」、 「事務 処理 の正確 性 ・

迅 速性 の 向 上」 、 「発 注 か ら納 期 まで の期 間(リ ー ドタイム)短 縮」 、

さ らには 「在 庫 の削 減」 な どの具 体的 な効 果 を期待 す る こ とが で きます 。

今 日、 わが 国の企 業 は事 務 間接部 門(ホ ワ イ トカラー)の 合 理化 が急

務 で あ る と言 わ れてお ります 。EDIは 、 コン ピュ ー タへ の デ ー タ再 入 力

やそ れ に伴 う誤 入力 を一掃 で きるの で、米 国 の3分 の2と 言 われ てい るわ

が 国の 間接 部 門 の労働 生 産性 を改 善す る一つ の鍵 になる と思 われ ます。

産業 情 報化 推進 セ ン ターで は、EDI導 入 に よ り間接 部 門 の生産 性 が10%

改善 す れ ば、 日本全 体 で約10兆 円の削 減効 果 が期 待 で き る、 と試算 して

い ます。

EDIで 本 格 的 に部 品調 達 を行 って い る家 電 メ ーカの例 で は、EDIの 導

入前 後 で 、部 品発 注 か ら受 注 まで の リー ドタ イムが6日 か ら1日 に短縮 さ

れ、伝 票1件 当 た りの コス トが200～300円 か ら1円 に削減 され ま した。 さ

らに、事 務処 理 に伴 う精度 も飛躍 的 に向上 し、 トラブル件数 が大幅 に減

少 しま した。

「在庫 の削 減 」効果 は、EDIを 活 用 した様 々な ビジ ネス プロ セス を通

じて実 現 可 能 で す。 あ るチ ェーンス トアで は、 各店舗 で のPOS・ne報 を メ

ー カ とオ ンライ ンシステ ム で交換す る こ とで 単 品管理 を厳 密 化 し、在 庫

の削減 に成 功 してい ます。 そ の結 果、 この企 業 は高利益 率 を生 み出す企

業体 質 を維持 してい るのです。
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図 表6EDIの 効 果
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企 業 が価 値 を生 み 出す活 動(ビ ジネス プ ロセス)を 、根 本 的 に再構築

(業務 革新)し よ う とす る ビジ ネス プ ロセ ス リエ ンジニ アリ ング㊦PR>

が注 目 されて い ます 。 このBPRを 実現 す る上 で、 極 めて重要 な ツール と

なるのが、 や は りEDIで す 。

家電 メ ー カ(A社)と 部 品 メー カ(B社)の 例 で、BPRとEDIの 関係 を

考 えて み ます 。B社 は、A社 に納 品す る際 にA社 の倉 庫 に入 荷 す る もの と

します 。BPRに よ る業 務 革新 以 前 は、A社 が 自社 の倉庫 の在 庫管 理 を行

って いま した 。 しか し、A社 の 倉庫 に実 際 に入 庫 す る作業 を行 うの はB

社 で あるた め 、B社 の方 が よ り正確 に在 庫管 理す る こ とが で きます 。 そ

こで 、A社 倉 庫 の在庫 量 を正確 に把 握す るため に、在 庫 管 理 の主 体 をA

社 か らB社 に移す こ とを考 え ます 。 こ こで、A社 お よびB社 の 中で行 われ

る業務 を見 直 す 一方 、EDIに よ り、A社 か らB社 に見 込情報 、 コ ック引 当

計画 情 報、 入 荷 情報 、 コッ ク引 当時(出 庫)の 検 収情報 を、逆 にB社 か

らA社 に 出荷 情 報(納 品)を 迅速 か つ正確 に伝 える ことがで きるよう に

な ります 。

この例 で は 、在庫 の最適 化 と欠 品 の防止 を実現 し、 さ ら にB社 に とっ

て売 上 計 上 が早期 にで きる よ うにな りま した。 この よ うに、BPRを 成功

させ る上 で必 要 とな る迅速 かつ 正確 な企 業 間の情 報交換 は、EDIを 導 入

す るこ とに よ り比較 的短期 間で実現す る ことが可 能 とな ります 。

(参考)組 立 メ ー カが 、 部 品 メ ーカ か ら必 要 個 数 の部 品 を あ らか じめ購 入 して か ら使用 す るの で は

な く、 組 立 メ ーカ の倉 庫(ま た は、 製 造 ライ ン)に 部 品 メ ー カが 部 品 を常 備 して お き、 組立 メ ーカ は

使 っ た数 分 の 部 品 の代 金 を部 品 メ ー カ に支 払 う方 式 を コ ック 方式 とい い 、部 品 メ ー カの 持 ち込 んだ部

品 を貯 蔵 す る倉庫 を コ ック倉 庫 といい ます。
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EI)1が 拓 ぐ新 情報 ネ ッ たワーク社会

この よう にBPRを 進 め る際 に、実 際 に実現 可能 なビジネス プ ロセスの

範 囲 を広 げ る有 効 なツ ールの一 つ と して 、EDIを 位 置 づ ける こ とが で き

ます 。今 後 、企 業 をまたが る ビジネス プロセス は、受発 注業 務 を きっか

け と して、 物流 、 そ して業 際化へ と幅広 く展 開 してい くもの と予想 され

ます 。 そ う した ビジネ ス プ ロセ ス を実現 す る中で、EDIの 重 要性 も一 層

増 大す る もの と考 え られ ます。

図表7BPRとEDl
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8.企 業 に求 め られる新 しい意識 ビジネスのオープン化

企 業 間 ネ ッ トワー ク を構築 す る道 具 と してのEDIの 普 及 と ともに、新

た に求 め られ る企 業 意識 につ いて考 えてみ ます。

EDIが 社 会 的 イ ン フ ラス トラクチ ャ として整 備 されて い く中 にあ って

は、 開発 コス ト面 か ら見 て も、拡 張性 の面 か ら見 て も、独 自 ネ ッ トワー

クを拡 大 す る とい う方針 は変更せ ざる をえな くな ります 。社 会 的イ ンフ

ラス トラ クチ ャ と して 構築 され たEDIを 、 企 業活動 の中 に どの ように活

用 して い くかが重要 にな って きます 。

企 業 間 ネ ッ トワー クの構 築 目的 は、 「取引 相 手 の囲い こみ 」 や 「情報

の囲い こみ」 で はあ りませ ん。 まず取 引相手 の範 囲 を定 め、 その 中で情

報交換 を行 うこ とで他 社 との差別 化 を図 ろ う とす る考 え方 も、従 来一部

にはあ りま したが 、今後 はむ しろ、積 極 的 に情報発信 を行 い、信 頼 で き

る取引相 手 を柔軟 に拡 大 してい くこ とが 重要 にな って くると思 われ ます。
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EDIが 拓 ぐ新 情報 ネ ソ ♪ワーク社 会

自社 オンライ ンシステム

の拡張
社会的 インフラス トラク

チャであるEDIの 活用

競争原理 による取引相手

囲いこみの道具 としての

EDl
8辮 ～'

経営革新 ・業務革新のため

の道具 としてのEDI

企業間で必要な情報の

交換 ・共有

図表8取 引の オープン化
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9.企 業 に 求 め られ る 新 しい 意 識(2)一 企業連携 と国際化 ・

企業連 携 と国際化へ の取 り組みも、企業 に求め られる新 しい意識 とし

て挙げることがで きます。

す で に、BPRの 例 で見 た ように、EDIを 活 用す る こ とで、企 業 間 にま

たが った 合理化 を推 し進 め る こ とが で きます 。取引相 手 との 連携 に よる

業務 の効 率化 は、 自社 内 に おけ る効率 化 よ り、一層 大 きな効 果が期待 で

きます 。 取引相 手 と自社 との相 互情報 交換 の ため の イン タフ ェース をオ

ー プ ンに し、 そ の上で 、 そ の情 報 を有 効 に活 用 で きる業務 の見 直 しが積

極 的 に行 わ れ る ようにな る と思わ れます。そ して、 業界 をまたが った情

報 の交換 ・共有 と業 務 の再 構 築 につ いて も、 よ り高 い付 加価 値 を生 み出

す可能性 が あ る もの と考 え られ ます 。

EDIは あ らゆ る業 界 、 また 、 あ らゆ る国の企 業 との柔 軟 な情 報 交換 を

促 進す る イ ンフ ラス トラク チ ャ となる可能性 を秘 めて い ます 。今後 、わ

が国 の企 業が 、 国際取 引 にEDIを 導 入 す る場 合 、商(取 引)慣 行 の違い

を克 服 し、EDIに よ る情 報交 換 を通 じたオー プ ンな取引 を、海外 企 業 と

積極 的 に進 めて行 くことが 必 要 と思 われ ます 。 この こ とは、不 透 明な取

引や ビジ ネ ス障壁 に関連 して、海外 か らわが 国 に向 け られ る批 判 に対 す

る一つ の有効 な 回答 にな る と考 え られ ます。

EDIは これ までVANを 用 い て運用す るのが 一般 的で したが、今後 は、

よ りオー プンな ネ ッ トワー ク環境 で あ るパ ソ コン通信 や イ ン ターネ ッ ト

上 で のEDIも 具 体化 して くるで し ょう。 そ のため の 、 ソ フ トウ ェア等 も

既 に開発 ・提供 されて きて お り、そ れぞれの 目的 に適合 した環 境 を選 択

で きる時代 にな って きま した。
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EDrが 拓iぐ新 惰F報ネ ソ ♪ワーク社 会

自社内の効率化
…織 灘 馨轡

企業間の連携による
効率化

図表9企 業連携 と国際化
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10.EDIの 導 入 に 向 け て

EDIを 導入 す るた め には、社 内各部 門 の協 力 と調整 が必 要 とな ります。

受発 注業 務 一 つ を とってみ て も、資材部 門、 営業 部 門、情 報 シス テム部

門、経 理部 門、法 務 部 門、監査 部 門 な どの連携 に よって、 は じめてEDI

は実現 され る こ とに な ります 。

ま た、EDIは 、 自社 の 業務 革新 のため にBPRを 推 進 す る ときの強力 な

ツ ー ルの一つ に もな ります。す なわ ちEDIの 導 入 を契機 と して、 その企

業 に とって これ まで にない構造 的 な変 革 をもた らす こ とがあ り得 ます。

以 上 の点 か ら、EDIを 導 入 ・活用 す る際 に は、 関連 部 門 を統 轄 す る立

場 と しての経 営 者 に、EDIの 意 義 を理解 し、 強力 な リー ダー シ ップ を発

揮 して頂 くこ とが最 も重 要 です 。EDIを 活 用す る ビジ ョン とEDI導 入 に

向 け ての全 社 的 な動 機 付 け、 さ らには、 関連す る部署 にお けるEDI導 入

に対 す る 目的意識 の定着 、 これ らを経 営者 の リー ダー シ ップの下で達成

す る ことが で きれば、 企 業活 動 の有効 な ツール と してのEDIの 導 入 に成

功す る こ とになるで しょう。

■
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」ED1が 防 ぐ新 情 報 ネ ッ ♪ワ一一ク社 会

図表10EDIで 実現 する世界 共存社会
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ANSI:

AmericanNationalStandardsInstitute;ア メ リ カ 規 格 協 会

BPR:

BusinessProcessReengineering;ビ ジ ネ ス プ ロ セ ス リ エ ン ジ ニ ア リ ン グ

CALS:

ContinuousAcquisitionandLife-cycleSupPort;

生 産 ・調 達 ・運 用 支 援 統 合 情 報 シ ス テ ム

CommerceAtLightSpeedの 意 味 で も用 い る こ とが あ る 。

cn:

CenterfortheI㎡formatizationofIndustry;産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー

EC:

ElectronicCommerce;電 子 商 取 引

EcOM:

ElectronicCommercePromotionCouncilofJapan;電 子 商 取 引 実 証 推 進 協 議 会

EDI:

ElectronicDataInterchange;電 子 デ ー タ 交 換

JEDIC:

JapanElectronicDatalnterchangeCouncil;EDI推 進 協 議 会

JH)DEC:.

JapanlnformationProcessingDevelopmentCenter;(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会

NCALS:

NipponCALSResearchPartnership;CALS技 術 研 究 組 合

PAEB:

PanAmericanEDIFACTBoard;汎 米EDIFACrボ ー ド

UN!EDIFACT:

UnitedNationsRulesforElectronicDataInterchangeforAdministration,Commerceand

Transport;行 政 、 商業 、 運輸 の た めの電子 デ ー タ交 換 に関す る国連規 格

VAN:

ValueAddedNetwork;付 加 価 値 通 信 網

一22一





二



一禁無断転載一

平成6年6月 発行(第 一版)

平成8年6月 発行(第 二版)

発行 所 財団法人 日本情報処理 開発協会(JIPDEC)

産業情報化推進センター(CII)

東京都港区芝公 園3-5-8機 械 振興会館内

電話03-3432-9386

印 刷 所 株 式 会社 昌 文社

東 京 都 港 区 芝5-26-30専 売 ビル

電 話03-3452-4931




